
株式会社野菜くらぶ概要 

平成 24年 3月現在 

生産者団体名

代表者名 

株式会社野菜くらぶ 

代表取締役 澤浦 彰治 

資本金 3,920万円 

出資者 56名(内生産者 38名) 

本社 

事務所所在地 

〒379-1207 

群馬県利根郡昭和村赤城原 844-15 

11年度売上高 1,547,570千円 

(内野菜出荷額 1,373,291千円) 

生産者人数 登録者数 60名 

(農業生産法人 14法人を含む) 

圃場登録枚数 約 1,350枚 

約 415ha 

主な栽培品目 上位品目よりレタス、トマト、キャベツ、大根、小松菜、ほうれん草、白菜、サニーレタ

ス、ブロッコリー、グリーンカール、にら、 etc 約 40品目  

有機農産物 小松菜、ほうれん草、ジャガイモ、タマネギ、ニンジン、ピーマン、オクラ 

主な販売先 生協、宅配業者、小売業者、外食業者、中卸業者 

年間約 80～90の取引先に出荷しています。基本的に契約栽培で行っています。 

産地概況 今から 20年前に有機農業をする目的で３名の仲間で創業しました。それから同じ志を持

つ仲間が増えてゆき、現在 60 名の生産者で組織されています。平成 8 年 10 月に有限会

社を設立、平成 14年 1月に有限会社から株式会社に組織変更しました。  

土地の標高差を利用したり、地域の気候にあわせて、時期にあった作物を作っています。

群馬の高原では 4月上旬からホウレンソウ、レタスをはじめ大根やトマト、キャベツなど

約 40品目を 12月下旬まで生産しています。平成 19 年 10 月より静岡でトマト栽培を始

め、レタスと共に通年の出荷ができるようになりました。今後は今以上に前橋、青森、静

岡の産地の生産者と共同で活動し、通年で安定的に出荷出来る体制にしていきます。 

生産者概況 平均年齢 45歳前後でこれからまだまだやる気いっぱいの集まりです。販売先が明確なの

で食べる方々の要望にできるだけ応えるよう意識して栽培しております。 

得意先からの研修を受け入れたり、消費者の体験ツアーを受け入れたりすることで直接顔

の見える関係作りに努力しています。そうすることで生産者もそういった人達の声を畑に

活かすことができ、より安全で安心して食べられるような栽培の意識が高まります。年に

1回群馬と静岡で収穫祭を開催しています。 

独立支援プログラムとして、農業をやりたい若者を受け入れ新規就農できるような研修を

行っています。現在まで 7名の就農者と、今期 4名が就農に向けて研修中です。 

農産物 

栽培での特徴 

原則としてチッソ、リン酸、カリの入った化学肥料は使わず(品目、時期により使用する

場合があります)、堆肥、ぼかし肥、緑肥などによる土作りを行い、土の物理性、微生物

性、化学性を整え、土が本来持っている力を維持できるよう努力しています。 

土壌消毒・除草剤は原則として使用しません。(品目、時期により使用する場合がありま

す) 農薬を使用する場合、有機 JAS法で使用可能な農薬を優先的に使用し、また適期に

使用することで回数を減らしています。生分解マルチや有機肥料、天然資材などを使用し

たり、環境に負担のかからない物も常に検討しています。 

有機 JAS認証取得の農産物も約 7品目(売上高の約 3.3％)あります。 

栽培基準 

品質管理 

自主基準総論、品目別栽培基準、品目別使用可能農薬基準、品目別出荷基準を設けて毎年

各部会で見直しています。また、圃場管理システムを自社で作り、生産者から提出される

作業日報を入力することで、１枚、１枚の圃場の情報をパソコンで管理するようにしてい

ます。その意味でも出荷物はトレースできるものになっています。 

群馬では出荷される物はすぐに予冷庫で管理します。特にレタスについては真空冷却機に

かけ４℃までおとし、そのあと予冷庫で管理します。配送についてはすべて冷蔵車を使用

します。また氷温冷蔵庫とピッキングセンターを導入し、収穫後の鮮度管理にも力をいれ

ています。また、事業本部に栽培管理者がいますので、クレームをそこで一元管理し生産

者へ迅速に伝え、改善できるようにしています。 

2011年 12月に ISO22000を取得しました。また、静岡産地では静岡県「しずおか農水産

物認証」を取得しています。 

今後の取組み 今後生産者団体として産直での通年の出荷体制づくりに力を入れていきます。現在の生産

計画から販売までの仕組みをよりいっそう充実させ、お客様のニーズに応えていきます。 

その今までのノウハウを元に、独立支援プログラムで新規就農者を育てることや、他産地

の生産者の協力を得て、通年出荷の仕組み作りをしていきます。 

お客様との交流事業にも積極的に取り組む体制を作って、多くの方々に産地に来てもらい

生産者との交流を深めるようにしています。 
 


